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Ⅲ 事業の概況 

１．信用事業 

（１）貯金に関する指標 

① 科目別貯金平均残高 
                                         （単位：百万円、％） 

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋通知貯金＋別段貯金 

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 

３．（ ）内は構成比です。 

 

② 定期貯金残高 
                                          （単位：百万円、％） 

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 

２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する

定期貯金 

           ３．（ ）内は構成比です。 

 

（２）貸出金等に関する指標 

① 科目別貸出金平均残高 
                                         （単位：百万円、％） 

（注）（ ）内は構成比です。 

 

② 貸出金の金利条件別内訳残高  
                                       （単位：百万円、％） 

（注）（ ）内は構成比です。 

種    類 ２０２１年度 ２０２２年度 増 減 

流 動 性 貯 金 92,104（ 23.5） 97,449（ 25.5） 5,345 

定 期 性 貯 金 299,682（ 76.5） 284,004（ 74.5） △15,678 

合    計 391,787（100.0） 381,453（100.0） △10,334 

種    類 ２０２１年度 ２０２２年度 増 減 

 定期貯金 287,188（100.0） 273,325（100.0） △13,863 

  うち固定金利定期 287,186（ 99.9） 273,321（ 99.9） △13,865 

 うち変動金利定期 2（ 0.1） 4（ 0.1） 2 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

手 形 貸 付     500（  0.8）   439（  0.7） △61 

証 書 貸 付 61,498（ 98.8） 64,046（ 98.9） 2,548 

当 座 貸 越 260（  0.4）  246（  0.4） △14 

合   計 62,259（100.0） 64,731（100.0） 2,472 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

固定金利貸出 59,837（ 94.6） 63,794（ 95.3） 3,957 

変動金利貸出 3,138（  5.0） 2,874（  4.3） △264 

そ の 他 291（  0.4） 271（  0.4） △20 

合   計 63,267（100.0） 66,940（100.0） 3,673 
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③ 貸出金の担保別内訳残高 
（単位：百万円） 

 

④ 債務保証見返額の担保別内訳残高 

   該当する取引はありません。 

 

  ⑤ 貸出金の使途別内訳残高 
（単位：百万円、％） 

（注）（ ）内は構成比です 

 

 ⑥ 貸出金の業種別残高 
                                       （単位：百万円、％） 

（注）（ ）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

貯金・定期積金等 532 487 △45 

不 動 産 － － － 

そ の 他 担 保 物 652 548 △104 

小   計 1,185 1,035 △150 

農業信用基金協会保証 32,455 37,714 5,259 

そ の 他 保 証 － － － 

小   計 32,455 37,714 5,259 

信       用 29,626 28,190 △1,436 

合   計 63,267 66,940 3,673 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

設 備 資 金 50,416（ 79.7） 54,252（ 81.0） 3,836 

運 転 資 金 12,851（ 20.3） 12,688（ 19.0） △163 

合   計 63,267（100.0） 66,940（100.0） 3,673 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

農業 8,184（ 12.9） 7,437（ 11.1） △747 

林業 108（  0.2） 106（  0.2） △2 

水産業 49（  0.1） 46（  0.1） △3 

製造業 3,617（  5.7） 4,165（  6.2） 548 

鉱業 36（  0.1） 100（  0.1） 64 

建設・不動産業 5,880（  9.3） 6,283（  9.4） 403 

電気・ガス・熱供給水道業 1,057（  1.7） 1,296（  1.9） 239 

運輸・通信業 2,958（  4.7） 3,567（  5.3） 609 

金融・保険業   14,032（ 22.2）   13,984（ 20.9） △48 

卸売・小売・ｻｰﾋﾞｽ業・飲食業 14,058（ 22.2） 16,597（ 24.8） 2,539 

地方公共団体 208（  0.3） 153（  0.2） △55 

非営利法人 －（   －） －（   －） － 

その他 13,080（ 20.6） 13,206（ 19.8） 126 

合   計 63,267（100.0） 66,940（100.0） 3,673 
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⑦ 主要な農業関係の貸出金残高 

１）営農類型別                             

（単位：百万円） 

 (注)１．農業関係の貸出金とは、農業者、農事法人および農業関連団体等に対す 

     る農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係 

     する事業に必要な資金等が該当します。 

      なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等 

     に対する貸出金の残高です。 

    ２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない 

     者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。 

    ３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。 

 

２）資金種類別 

［貸出金］ 

（単位：百万円） 

 (注)１．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度 

    資金以外のものをいいます。 

   ２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するも 

    の、②地方公共団体が利子補給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、 

    ③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と 

    ②を対象としています。 

   ３．その他の制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農 

    業経営負担軽減支援資金などが該当します。 

 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

農業 305 276 △29 

穀作 115 105 △10 

野菜・園芸 16 14 △2 

果樹・果樹農業 8 11 3 

工芸作物 － － － 

養豚・肉牛・酪農 3 2 △1 

養鶏・養卵 － － － 

養蚕 － － － 

その他農業 163 144 △19 

農業関連団体等 － － － 

合   計 305 276 △29 

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

プロパー資金 186 168 △18 

農業制度資金 121 108 △13 

  農業近代化資金 66 63 △3 

  その他制度資金 54 44 △10 

合   計 307 276 △31 
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［受託貸付金］  

（単位：百万円、％） 

 (注) 日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金を 

いいます。 

 

⑧ 農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく債権

の保全状況 

 
（単位：百万円） 

債 権 区 分 債権額 
保全額 

担保 保証 引当 合計 

破産更生債権

及びこれらに

準ずる債権 

２０２１年度 1,031 297 7 727 1,031 

２０２２年度 985 193 7 785 985 

危 険 債 権 
２０２１年度 0 0 0 0 0 

２０２２年度 0 0 0 0 0 

要 管 理 債 権 
２０２１年度 39 39 0 0 39 

２０２２年度 17 17 0 0 17 

 三月以上 

延滞債権 

２０２１年度 0 0 0 0 0 

２０２２年度 0 0 0 0 0 

貸出条件 

緩和債権 

２０２１年度 39 39 0 0 39 

２０２２年度 17 17 0 0 17 

小 計 
２０２１年度 1,070 336 7 727 1,070 

２０２２年度 1,002 210 7 785 1,002 

正 常 債 権 
２０２１年度 62,244     

２０２２年度 65,984     

合 計 
２０２１年度 63,314     

２０２２年度 66,986     

(注)１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻

に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。 
２．危険債権 

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権を
いいます。 

３．要管理債権 
４．「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と５．「貸出条件緩和債権」に該当

する貸出金の合計額をいいます。 
４．三月以上延滞債権 

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、

種   類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

日本政策金融公庫資金 － － － 

その他 － － － 

合   計 － － － 
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものをいいます。 
５．貸出条件緩和債権 

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権
に該当しないものをいいます。 

  ６．正常債権 

    債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記に掲げる債

権以外のものに区分される債権をいいます。 
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⑨  元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況 

    該当する取引はありません。 

 

⑩  貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 
     （単位：百万円） 

区 分 

２０２１年度 ２０２２年度 

期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 
目的使用 その他 目的使用 その他 

一般貸倒引当金 219 261 － 219 261 261 192 － 261 192 

個別貸倒引当金 791 731 0 791 731 731 787 － 731 787 

合  計 1,010 992 0 1,010 992 992 980 － 992 980 

 

⑪ 貸出金償却の額 
                          （単位：百万円） 

項 目 ２０２１年度 ２０２２年度 

    貸出金償却額 0 － 

 

（３）内国為替取扱実績 

（単位：件、百万円） 

種  類 
２０２１年度 ２０２２年度 

仕   向 被 仕 向 仕   向 被 仕 向 

送金・振込為替 
件 数 51,265 

379237376 

311,115 50,349 

397376 

317,870 

金 額 37,926 

337 

 

54,217 38,229 

337 

 

52,495 

代金取立為替 
件 数 32 

62 

26 21 

62 

15 

金 額 43 103 178 46 

雑   為   替 
件 数 1,917 1,577 1,959 1,248 

金 額 1,123 3,135 1,135 3,101 

合 計 
件 数 53,214 312,718 52,329 319,133 

金 額 39,093 57,456 39,543 55,643 

 

（４）有価証券に関する指標 

 ① 種類別有価証券平均残高 
                                     （単位：百万円） 

種  類 ２０２１年度 ２０２２年度 増  減 

国   債 1,143 14,124 12,981 

社   債 4,254 3,881 △373 

その他の証券 295 － △295 

合  計 5,693 18,005 12,312 

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。 
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 ② 商品有価証券種類別平均残高 

    該当する取引はありません。 

 

③ 有価証券残存期間別残高 
                                   （単位：百万円） 

種  類 1年以下 
 1年超 

 3年以下 

3年超 

5年以下 

5年超 

7年以下 

7年超 

10年以下 
10年超 

期間の定めの 

ないもの 
合 計 

２０２１年度 

国   債 － － － － － 1,632 － 1,632 

社   債 － 952 － － 1,033 1,107 － 3,092 

その他の証券 － － － － － － － － 

合   計 － 952 － － 1,033 2,739 － 4,724 

２０２２年度 

国   債 － － － － － 22,260 － 22,260 

社   債 798 978 － － 1,008 1,034 － 3,818 

その他の証券 － － － － － － － － 

合   計 798 978 － － 1,008 23,294 － 26,078 

 

（５）有価証券等の時価情報等 

① 有価証券の時価情報 

 

［売買目的有価証券］ 

                            （単位：百万円） 

 

２０２１年度 ２０２２年度 

貸借対照表計上額 
当年度の損益に 

含まれた評価差額 
貸借対照表計上額 

当年度の損益に 

含まれた評価差額 

売買目的有価証券 － － － － 

 

［満期保有目的の債券］ 

                             （単位：百万円） 

 

２０２１年度 ２０２２年度 

貸借対照 

表計上額 

 

 

上額 

時  価 差  額 
貸借対照 

表計上額 

 

時  価 差  額 

満期保有目的 － － － － － － 
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［その他有価証券］ 

                            （単位：百万円） 

 種  類 

２０２１年度 ２０２２年度 

貸借対照 

表計上額 

 

 

上額 

取得原価 

又は償却原価 
差  額 

貸借対照 

表計上額 

 

取得原価 

又は償却原価 
差  額 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を超

えるもの 

株式 － － － － － － 

債権 － － － － － － 

国債 1,632 1,491 

 

140 7,704 7,501 

 

203 

地方債 － － － － － － 

短期社債 － － － － － － 

社債 1,032 1,000 

 

 

32 1,008 1,000 

 

 

8 

その他の証券 － － － － － － 

小計 2,665 

 

2,491 173 8,712 

 

8,501 211 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を超

えないもの 

株式 － － － － － －  

債権 － － － － － － 

国債 － － － 14,556 14,955 △399 

地方債 － － － － － － 

短期社債 － － － － － － 

社債 2,059 2,200 △140 2,810 3,000 △190 

その他の証券 － － － － － － 

 小計 2,059 2,200 △140 17,366 17,955 △589 

合  計 4,724 4,691 32 26,078 26,456 △378 

 

② 金銭の信託の時価情報 

[その他の金銭の信託] 

（単位：百万円） 

 ２０２１年度 ２０２２年度 

 
貸借対照 

表計上額 
取 得 原 価 差額 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えるも

の 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えない

もの 

貸借対照 

表計上額 
取 得 原 価 差額 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えるも

の 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えない

もの 

その他の

金銭の信

託 

1,030 1,040 9 － 9 1,075 1,043 32 32 － 

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の」は、それぞれ「差額」の内訳であります。 

 

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ 

取引 

  該当する取引はありません。 
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２．共済取扱実績 

 

（１）長期共済新契約高・長期共済保有高 
                                                               （単位：百万円） 

種  類 
２０２１年度 ２０２２年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

生

命

系 

 終身共済 4,811 131,400 3,847 127,398 

 定期生命共済 377 1,752 497 2,140 

 養老生命共済 914 39,053 796 35,155 

 うちこども共済 751 16,229 667 15,755 

医療共済 305 7,665 236 6,817 

 がん共済 － 864 68 839 

定期医療共済 － 1,289 － 1,178 

 介護共済 590 2,995 185 3,136 

年金共済 － 30 － 15 

 建物更生共済 23,639 244,966 20,140 244,232 

合  計 30,638 430,017 25,704 420,912 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額(生命系共済は

死亡保障の金額(付加された定期特約金額等を含む)を記載していま 

す。 

  

（２）医療系共済の共済金額保有高 
                                                                  （単位：万円） 

種     類 
２０２１年度 ２０２２年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

医 療 共 済 11 5,337 7 4,750 

が ん 共 済 79 2,370 68 2,377 

定 期 医 療 共 済 － 453 － 409 

合    計 90 8,162 75 7,537 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載していま

す。なお、同一の共済種類に主たる共済金額が複数ある場合は、新たに欄を追加して記載するとと

もに、共済種類ごとの合計欄を記載しています。 
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（３）介護系その他の共済の共済金額保有高 
                                                                   （単位：万円） 

種     類 
２０２１年度 ２０２２年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

介 護 共 済 64,070 394,666 21,988 407,690 

認 知 症 共 済 － － 22,540 22,440 

生活障害共済（一時金型） 37,920 216,800 24,540 219,720 

生活障害共済（定期年金型） 1,440 10,908 23,770 137,025 

特 定 重 度 疾 病 共 済 28,580 137,920 21,520 126,190 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載してい

ます。 

 

（４）年金共済の年金保有高 
                                                                 （単位：百万円） 

種     類 
２０２１年度 ２０２２年度 

新契約高 保有高 新契約高 保有高 

年 金 開 始 前 206 4,296 273 4,440 

年 金 開 始 後 － 768 － 759 

合    計 206 5,065 273 5,199 

 （注）金額は、年金年額を記載しています。 

 

（５）短期共済新契約高 

                                  （単位：件、百万円） 

種 類 
２０２１年度 ２０２２年度 

件数 掛金 件数 掛金 

火 災 共 済 3,513 33 3,473 33 

自 動 車 共 済 15,282 656 15,565 662 

傷 害 共 済 5,215 14 6,588 14 

賠償責任共済 763 1 669 1 

自 賠 責 共 済 6,228 111 6,067 108 

合  計 31,001 816 32,362 819 

  （注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（死亡保障又

は火災保障を伴わない共済の金額欄は斜線。）を記載しています。 
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３．農業・生活その他事業取扱実績 

 

（１）購買品（生産資材）取扱実績  
                                           （単位：百万円） 

種 類 

２０２１年度 ２０２２年度 

供給高・取扱高 粗収益 供給高・取扱高 粗収益 

肥  料 284 32 326 33 

農  薬 233 17 221 15 

飼  料 17 1 23 1 

農業機械 88 11 151 11 

自動車 

（除く二輪） 
47 1 44 1 

そ の 他 250 46 252 50 

合  計 923 108 1,020 111 

 

（２）受託販売品取扱実績 
                                           （単位：百万円） 

種 類 

２０２１年度 ２０２２年度 

販売高 手数料 販売高 手数料 

米 19 1 18 1 

麦・豆・雑穀 13 1 19 1 

野  菜 788 15 967 19 

果  実 431 6 435 6 

花き・花木 80 1 89 1 

畜  産  物 148 1 116 1 

その他 64 7 72 8 

合  計 1,545 34 1,718 39 

 

（３）買取販売品取扱実績 

 （単位：百万円） 

種 類 
２０２１年度 ２０２２年度 

販売高 粗収益 販売高 粗収益 

米 469 41 548 34 
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（４）保管事業取扱実績 
                                           （単位：百万円） 

項  目 ２０２１年度 ２０２２年度 

収   益 32 33 

費   用 10 11 

損   益 22 21 

 

（５）加工事業取扱実績 
                                           （単位：百万円） 

項  目 ２０２１年度 ２０２２年度 

収    益 27 27 

費    用 4 4 

損    益 22 22 

 

（６）農業経営事業取扱実績 

 

 種類 
経営規模 

（単位：ａ） 

当期販売高 

（単位：万円） 

法第11条の50第１項 

第１号の事業 

水稲（ひめの凛） 89 30 

新テッポウユリ種子 3.66 77 

合計 92.66 108 

 

 

４．購買品（生活資材）取扱実績 
                                           （単位：百万円） 

種 類 
２０２１年度 ２０２２年度 

供給高・取扱高 粗収益 供給高・取扱高 粗収益 

日用保健雑貨 83 11 70 10 

家庭燃料 305 47 296 44 

給油所 540 70 547 74 

そ の 他 23 2 22 2 

合  計 953 130 935 130 

 

５．その他事業収支 
                                           （単位：百万円） 

項  目 ２０２１年度 ２０２２年度 

収   益 352 345 

費   用 121 129 

損   益 230 216 
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６．指導事業 
                                           （単位：百万円） 

項  目 ２０２１年度 ２０２２年度 

収

入 

賦 課 金 － － 

指 導 補 助 金 1 1 

実 費 収 入 18 16 

 計   19 17 

支

出 

営 農 改 善 費 21 19 

生活文化改善費 1 1 

営農組織育成費 1 1 

教 育 情 報 費 9 11 

生活組織育成費 1 1 

農 政 対 策 費 1 1 

計 34 34 

差 引 損 益 △14 △17 

 

 

 

 

 

 


